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バリアフリーの改善に関する要望書

　貴省におかれましては、かねてより障害者・高齢者等の移動の円滑化に向けて、ご尽力のことと存じます。
障害者、高齢者等を巡る移動・交通環境は一定の改善が図られ、これまで外出が困難とされたシルバーカーやベビーカーを利用したり、リクライニング式車いす、大型電動車いすやハンドル型電動車いすなど、バリアフリー法制定時には想定していなかった人たちの交通機関等の利用に拡がった。このような移動困難者の利用が拡大されてきたことは喜ばしいことであると認識している。
しかし、利用対象者の変化に伴い、多機能トイレやエレベーター、車両の車いすスペースなど、さまざまな設備で基準や規格、利用方法が従来のままでは対応できない状況が生じるようになった。また、法律に基づき適合される旅客施設で無人駅の拡大や、車両等での乗車拒否、搭乗拒否が日常的に起きるなど、さらには鉄道やバス等の生活路線の廃止、市町村基本構想の策定が進まぬことから、大都市との地域間格差が拡大し生活が脅かされるなど、障害者の基本的人権が侵害されるという問題が顕在化されるようになった。国連の障害者権利条約において、住む場所の選択や移動の自由の保障は基本的人権の保障に他ならないものと規定され、日本は2014年1月にこの条約を批准した。また、「障害者差別解消法」が制定され、国・地方公共団体等および民間事業者への「差別的取扱い禁止」、「合理的配慮の不提供を禁止」が規定され、2016年には施行される。障害者が「他の者との平等を基礎に」差別されることなく、移動できる環境整備のため、バリアフリー法および移動円滑化基準の早急な見直しが求められる。
　なお、2020年に東京オリンピック・パラリンピックの開催が決り、国土交通省においてもオリンピック・パラリンピック東京大会準備本部が設置され、その下に「バリアフリーワーキンググループ」が置かれ整備に向け準備がはじまった。こうした整備にあたっては、大会の成功に向けた対応だけではなく、レガシーとして現行の制度や基準を超え、今後数十年先を見据えた制度設計を図り一段高みに向けてステージを上げる必要がある。
　つきましては、貴省におかれ早急に課題を解決するよう以下、要望するものである。
１．バリアフリー関連の法整備に関して

１）バリアフリー法の見直しを行うこと

　　バリアフリー法を利用者にとってより有効で効果的な法律とするため、「バリアフリー法施行状況調査」の結果を踏まえて、他の者との平等を基礎とする考え方のもとにバリアフリー法の抜本的な見直しを図ること。

２） 移動円滑化基準およびガイドラインの見直し
　　バリアフリー整備実態に見合った「移動等円滑化基準」の見直しを速やかに行うこと。なお、基準の見直しに伴い併せてガイドラインの見直しを行うこと。
３）接遇ガイドラインを作成すること

乗車拒否、利用拒否等は、障害者に対する無理解や差別の禁止、合理的配慮という考え方の欠落によって起こされることが多い。利用者への適切な対応は、事業者の責務であり、早急に当事者参加のもと「接遇ガイドライン」を作成すること。さらに、当事者が主体となる接遇研修を事業者に義務付けること。

２．地域間格差の解消に向けて

１）地域間格差の実態調査と長期計画策定

大都市以外でのバリアフリー整備は遅々として進んでおらず、これらの地域間格差の実態を調査し、格差を埋めるための地域ごとの長期計画を作成すること。

２）市町村交通バリアフリー基本構想の策定促進

　基本構想の計画的な策定を促進させるため法の見直し、および整備に向けた財源を確保すること。基本構想ガイドラインの見直しを当事者参加のもと行うこと。

３）東日本大震災地域におけるバリアフリー復興について
東日本大震災の被災地域においては交通網が破壊され、移動手段の多くが失われた状況にある。破壊された鉄道駅などの復興に当たっては、全面的なバリアフリー化を図ることを基本とすること。

さらに、仮設段階においても利用可能なバリアフリー化措置を義務付けること。
３．乗車拒否・利用拒否の解消に関して

１）鉄道やバスでの乗車拒否、航空機の搭乗拒否、建物、商店等における入店拒否は相変わらず日常的に発生している。このような人権を無視した乗車拒否や入店拒否等の解消を図ることが課題とされており、早急にその原因調査、発生予防を研究する仕組みを当事者参加のもとで設置すること。

２）障害者差別解消法施行に向けた対応要領、対応指針の検討委員会を設置すること。
日常的に起きている鉄道や電車、バス、飛行機等での「乗車・搭乗拒否」、また、博覧会や催し場、浴場や理髪店等での「利用拒否」など実態について、交通機関や建築物等での不均等対応の事例収集を当事者参加のもとで実態調査を行うこと。

　　当事者参加のもとで対応要領、対応指針の作成に向けた委員会を早急に設置すること。

４．鉄道施設ならびに車両に関して

１）新幹線およびデッキ付き特急列車へのハンドル型電動車いすの乗車拒否は未だ解決されないまま放置され続けてきている。オリンピック・パラリンピックの観戦・応援のために海外より同様の機種を利用し来日した人への乗車拒否は明白で、国内的・国際的にも早急に解決しなければならない重要な課題である。
　　恩恵的な「ハンドル形電動車いすによる鉄道利用に係る取り扱い」制度は利用者を選別しており早急に廃止すること。なお、ハンドル型電動車いす使用移動制約者が他の移動制約者と同等に、鉄道、バス等で乗車拒否されることなく利用できるよう当事者参加のもと検討会を設置すること。

２）特急車両等の車いすスペースの確保と基準の見直しについて
　　大型電動車いすや長さ・幅が規格を超えるリクライニング車いす等が新幹線および特急車両の車いすスペースを利用できるよう、現行の車両の車いすスペースの基準を見直しフリースペースとすること。

３）無人駅について

　　1日乗降客数規模毎（3,000人以上、5,000人以上、10,000人以上等）の無人駅および無人化の時間帯がある駅の実態を調査し明らかにすること。

　　なお、無人駅および無人時間帯を設けている駅では、障害者乗客が安全円滑に乗降ができるようホーム全面、又は部分嵩上げし、平らにするよう整備を図ると共に、乗降への人的支援の確保を行うこと。また、上記対策が講じられるまで、合理的配慮の観点より車両の車掌室にホーム渡り板を搭載するなど、車掌による乗降支援を行うよう早急に対策を図ること。
４）視覚障害者がホームからの転落を防止する対策として最も有効とされるホームドアの設置についてスピードを早めること。また、現行の駅の規模より、さらに下回る乗客数の駅についても対象を拡大すること。
５）車いす使用者やベビーカー利用者、杖や歩行器の高齢者が、安全に単独でも円滑に乗降できるよう櫛形ゴム等も用いホームと車両との隙間・段差解消を行うこと。

５．バス・タクシー等の自動車に関して

１）ノンステップバスを全国へ本格的に導入促進するため、各地のバス事業者がノンステップバスを導入しやすくするための新たな効果的な促進策を国として積極的に講じること。

２）都市間高速バスや空港リムジンバス等のアクセシビリティ車両の実質的なバリアフリー化整備実績を明らかにすること。なお、オリンピック・パラリンピックに向け早急に整備を進めると共に、目標数値達成に向けた整備促進策を講じること。

３）車いすのまま乗降できるユニバーサルデザイン・タクシーの車両開発がなされたが、
導入実績を明らかにすること。また、オリンピック・パラリンピックのアクセスや公共
交通過疎地域のタクシー会社が率先的に導入しやすくする促進策を講じること。

６．2020年東京オリンピック・パラリンピックについて

１）オリンピック・パラリンピックのUD整備あたっては、競技場、旅客施設や車両、宿泊施設、アクセスなど、単体毎に整備することなくハード、情報収集・提供や接遇など、総合的・一体的な整備を行うこと。
　

２）競技場の新設および改修、仮設の施設建設にあたり、計画・設計段階より障害者（観客及び選手）の意見が反映させられるよう研究会等を設置すること。
３）国土交通省においても、東京大会準備本部が設置されたが、大会の成功に向け障害当事者の役割は重要とされ準備段階からの参画が求められる。
